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　戦後75年、敗戦から立ち上がった日本は、
欧米先進国を目標に彼らの発展の道筋をた
どりながらキャッチアップすることを目指してき
た。その結果、1950年代後半から1960年代
の鉄鋼、造船、化学など重化学工業を核とし
た高度経済成長、そしてその後の1970年代
から1980年代にかけてのエレクトロニクス、自
動車といった加工組立型産業、モノ作り産業
の国際競争力の強さによる成長によって短期
間で世界第二位の経済大国に登りつめた。
　しかし、1990年代以降、世界のフロントラン
ナーに躍り出て目標を失った日本は、新しい事
業・産業創出に苦しむようになる。同時にモノ
作り企業の生産拠点の海外移転に伴い、中
小企業を下請けとして活用して親企業＝大企
業と一体になって成長を実現し、その成果も
一体で享受できていた体制が大きく崩れてし
まった。それもあって世界トップであった日本の

国際競争力は、今や世界で30位にまで落ち
てしまった（図表１参照）。
　1990年代までの日本は、同質的で、協調的
で、仲の良さが特徴的な組織の力が競争力
の源泉だった。しかし、目標を定めて組織全体
で目標に向かっていく上においてはその組織
は強さを発揮できたが、革新的・独創的なアイ
デアを生み出すことは苦手であった。

　1990年代の中頃から、起業家の台頭が日
本で目立つようになってきた。開業率などの数
値データで確認することはまだ難しいが、特に
2008年のリーマンショック後の2010年以降、
起業家、それも20～30代の若手の起業家は
確実に増えていると思われる。
　その査証の一つに東大の卒業生の卒業後
の進路の話をよく耳にする。それは、かつては
最も出来の良い東大生の進路は高級官僚か
大企業だった。しかし最近では、最も出来のよ
い東大生は起業を目指し、次が外資系会社か
留学、次いで官僚か大企業、という順番だとい
う。だから東京の本郷周辺に最近、所謂コワー
キングスペースが増えているのだ、と。
　とはいえ、日本での起業家の輩出は、現状で
は首都圏が中心で、地方での起業活動は福
岡などの一部地域を除いて未だしの感がある
ことは事実だと思う。同時にグローバルに見る
と、米国や中国と比べると格差はかなり大きい。

　今後日本では、更に起業家を増やし、新し
い会社、革新的な事業や産業を増やしていく
必要がある。では、それをどう実現するか。

　既に起業の拡大に向けては種々の公的支
援策が打たれている。それらに加えて、ハイリ
スクなスタートアップの様々な経営資源の調達
をスムースに進める上でのインフラ整備は欠
かせない。なかでも資金の調達の問題は依然
日本では大きな問題といえる。
　スタートアップを資金面で支える組織にベン
チャーキャピタル（以下、VC）がある。日本の
VCは、1972年に初めて設立されて以降着実
に発展してきた。最近では、資金量も拡大基
調にあり、スタートアップ1社当たりの投資額も
かなり大きくはなっている。
　ただ、残念ながら年間VC投資額を世界と
比較すると、資金量の格差は極めて大きい
（図表2参照）。2018年の日本のVC年間投資
額は3000億円弱、世界トップの米国と比較す
ると53分の1、2位の中国と比べても13分の1
に過ぎない。同じくスタートアップの創業段階
での資金を支えている個人投資家のエンジェ
ル資金についても正確なデータはないものの、
更に世界との格差が大きいと思われる。
　これからの日本経済、「起業家の時代」とい
う新しい時代を迎えた日本経済にとっては、革
新的な事業を展開するスタートアップ・ベン
チャーの創業を増加させ、かつそれらの逸早
い成長・拡大を支援する必要がある。そのた
めの重要なイシューの一つとして、VCやエン
ジェル資金といったリスクマネーの供給拡大を
図っていくことが求められる。
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地域経済産業論

早稲田大学大学院経済学研究科終了。経済学修士。
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投資業務を担当。1994年國學院大學に移り25年間勤
務。専門分野はベンチャーファイナンス、アントレプレナー
シップなど。
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【図表1】 IMDの2019年の世界競争力ランキング総合順位
　　　  （カッコ内は前年）

【図表2】 日本、米国、欧州、中国の年間ベンチャー投資金額の比較
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欧州（金額）

欧州（社数）

中国（金額）

中国（件数）

（注1）米国、欧州、中国：暦年ベー
ス（1～12月）、日本：年度
ベース（4月～翌年3月）

（注2）欧州のみ投資件数ではなく、
投資先「社数」を統計数値と
して使用。欧州の投資社数・
金額はPEによるベンチャー
投資を含む。

（注3）米国は事業法人による投資
を含む。

（注4）各年のデータを、すべて
2018年（暦年）の年平均為
替レートで換算している。
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　本学では、入学を希望・検討されている方を対象に、オープンキャンパスを開催いたします。ぜひこの機会にお気軽にご参加ください。（参加無料・要予約）

　本学の教育理念に賛同する著名な学識者、起業家、経営者の方々か
ら客員教授に就任いただき、年間を通じて特別講義を行っております。一
般の方々にも受講いただけるよう広く公開しておりますので、皆様のご参加
をお待ちしております。（参加無料・要予約）

2020年 1月25日㊏

I N F O R M A T I O N

開 催 日

参加対象：在学生、修了生、一般の方

参加対象：入学を検討されている方、MBA特別授業に興味がある方

●午前の部  10：30～12：30

●午後の部  12：30～15：20

●午後の部  13：30～15：40

SDGs特別セミナー

税理士試験科目免除申請説明会

【第1部】
『SDGsを実装する
 「アウトサイド・イン・アプローチ」の
 視点を学ぶ』
新潟NPO協会代表理事・事務局長

石本 貴之 氏

2020年 2月22日㊏開 催 日

●午前の部  10：30～12：30 税理士試験科目免除申請説明会

ＭＢＡ特別授業
『ビジネスもできる!
　　　オープンデータ利活用最前線』
担当教員  杉本  等 教授

オープンキャンパス

特別講義

小林 正典 客員教授国土交通省関東地方整備局

2020年 1月11日㊏ 10：30～12：00 

　雇用保険の加入期間などの支給要件を満たしている方が、標準
修了年限の2年で本学を修了した場合、ハローワークに申請するこ
とで本学に支払った経費の一部（最大112万円）を給付金として受
け取ることができます。

専門実践教育訓練給付金

企業の人材育成に「助成金」、「給付金」を活用しませんか？
～会社を担う社員の人材育成に向けて「MBA大学院」を活用する県内企業が増えています～

最大112万円 給付
　職業訓練などを実施する事業主等に対して訓練経費を助成す
る制度です。
　本学は、事業主等が労働者のキャリアアップ・能力開発を行う人
材開発支援助成金 ①特定訓練コースに該当し、訓練経費の実費
相当額の45%（一人当たり上限50万）が助成されます。

人材開発支援助成金
訓練経費助成45% 上限50万（1名あたり）

詳細は、本学までお問合わせください。

社員の能力開発を実践する中小企業の皆様へ 働きながら学びたい社会人の皆様へ

【第2部】
『ESGとSDGsによる
 経営戦略の変化
 ～優れた統合報告書に学ぶ～』
地域/国際担当副学長・教授

富山 栄子
『まちづくりのイノベーション』


